
調査結果のあらまし(常用労働者)

１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

　１月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 0.2％増加の 342,164円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 3.4％減少、情報通信業 6.0％増加、卸売業，小売
業 1.5％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 1.2％減少の 319,934円となっ
た。また、所定内給与は、同 1.2％減少の 299,268円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 2.7％減少、情報通信業
0.6％減少、卸売業，小売業 4.2％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.3％減少となった。

（図１、表１、統計表第15表）

 (2) 事業所規模30人以上

　１月の現金給与総額は、規模30人以上で前年同月比 0.5％増加の 378,283円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 2.5％減少、情報通信業 6.2％増加、卸売業，小売
業 0.8％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 1.1％減少の 352,514円となっ
た。また、所定内給与は、同 1.0％減少の 328,038円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 2.5％減少、情報通信業
0.1％減少、卸売業，小売業 5.0％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.1％減少となった。

（表１、統計表第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－



平成30年１月分

（単位：　円・％）

前 年
同月比

前 年
同月比

前 年
同月比

調 査 産 業 計 342,164 0.2 319,934 -1.2 299,268 -1.2 20,666 22,230

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 521,273 － 519,623 － 496,662 － 22,961 1,650

建 設 業 406,375 3.9 368,091 -4.2 331,157 -4.8 36,934 38,284

製 造 業 394,502 -3.4 386,695 -2.7 362,886 -2.6 23,809 7,807

電気・ガス・熱供給・水道業 550,612 19.7 550,009 21.2 474,474 16.2 75,535 603

情 報 通 信 業 471,685 6.0 403,041 -0.6 372,802 0.2 30,239 68,644

運 輸 業 ， 郵 便 業 392,387 0.9 365,055 -0.1 316,899 -0.1 48,156 27,332

卸 売 業 ， 小 売 業 344,863 1.5 326,090 4.2 311,461 4.0 14,629 18,773

金 融 業 ， 保 険 業 499,565 1.7 491,075 2.2 461,682 2.8 29,393 8,490

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 366,507 6.0 344,372 2.0 323,098 1.9 21,274 22,135

学術研究，専門・技術サービス業 434,558 2.7 409,982 -0.2 387,893 0.0 22,089 24,576

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 138,130 2.3 136,173 2.7 127,547 2.5 8,626 1,957

生活関連サービス業，娯楽業 217,433 -1.3 201,898 -2.7 191,512 -3.5 10,386 15,535

教 育 ， 学 習 支 援 業 318,975 -5.9 291,743 -7.1 283,315 -7.2 8,428 27,232

医 療 ， 福 祉 279,329 3.6 264,796 -0.3 248,549 -1.1 16,247 14,533

複 合 サ ー ビ ス 事 業 396,279 16.8 391,747 15.5 365,218 14.9 26,529 4,532

サービス業（他に分類されないもの） 275,286 -0.9 259,547 -0.3 243,265 0.5 16,282 15,739

調 査 産 業 計 378,283 0.5 352,514 -1.1 328,038 -1.0 24,476 25,769

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 521,273 － 519,623 － 496,662 － 22,961 1,650

建 設 業 436,469 5.1 377,259 -8.4 333,484 -9.0 43,775 59,210

製 造 業 417,089 -2.5 409,424 -2.5 381,833 -2.4 27,591 7,665

電気・ガス・熱供給・水道業 550,612 14.3 550,009 15.9 474,474 10.5 75,535 603

情 報 通 信 業 487,681 6.2 412,464 -0.1 379,585 0.9 32,879 75,217

運 輸 業 ， 郵 便 業 410,860 2.4 378,745 -0.4 327,577 -0.3 51,168 32,115

卸 売 業 ， 小 売 業 385,993 0.8 371,869 5.0 355,047 5.1 16,822 14,124

金 融 業 ， 保 険 業 512,040 0.3 504,229 0.9 472,897 1.4 31,332 7,811

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 392,367 7.2 367,867 1.8 345,104 1.1 22,763 24,500

学術研究，専門・技術サービス業 452,553 1.9 426,682 -1.0 402,087 -0.9 24,595 25,871

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 165,804 5.1 164,542 5.9 154,559 6.3 9,983 1,262

生活関連サービス業，娯楽業 222,777 -3.3 208,011 -2.8 194,752 -4.7 13,259 14,766

教 育 ， 学 習 支 援 業 354,902 -5.1 321,351 -6.4 311,884 -6.6 9,467 33,551

医 療 ， 福 祉 310,953 8.2 293,413 3.0 272,687 1.9 20,726 17,540

複 合 サ ー ビ ス 事 業 457,617 31.6 456,744 31.4 418,672 27.4 38,072 873

サービス業（他に分類されないもの） 269,644 -1.5 255,347 0.5 238,176 1.3 17,171 14,297

５
人
以
上

30
人
以
上

表１　月 間 現 金 給 与 額　

規模 産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払
われた給与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

　１月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 1.0％減少の 131.9時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 0.4％減少の 121.6時間、所定外労働
時間数は、同 7.2％減少の 10.3時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 11.7時間（前年同月比 7.3％増加）、情報通信業
13.4時間（同 20.7％減少）、卸売業，小売業 8.1時間（同 1.3％増加）となった。

（図２－１、図２－２、表２）

 (2) 事業所規模30人以上

　１月の総実労働時間数は、規模30人以上で前年同月比 0.3％減少の 137.2時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 0.3％増加の 125.7時間、所定外労働
時間数は、同 6.5％減少の 11.5時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 13.2時間（前年同月比 7.3％増加）、情報通信業
14.0時間（同 20.4％減少）、卸売業，小売業 8.5時間（同 4.4％減少）となった。

（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－



平成30年１月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 16.7 131.9 -1.0 121.6 -0.4 10.3 -7.2

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 17.3 144.3 － 125.4 － 18.9 －

建 設 業 18.3 157.2 -0.8 138.3 -0.1 18.9 -5.5

製 造 業 17.2 143.2 1.2 131.5 0.7 11.7 7.3

電気・ガス・熱供給・水道業 17.0 147.6 -1.4 133.2 0.0 14.4 -12.7

情 報 通 信 業 17.4 147.2 -0.3 133.8 2.2 13.4 -20.7

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.1 150.8 -7.1 132.7 -6.5 18.1 -10.4

卸 売 業 ， 小 売 業 17.1 131.9 -0.6 123.8 -0.7 8.1 1.3

金 融 業 ， 保 険 業 17.5 143.2 -1.5 129.0 0.1 14.2 -13.9

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 17.2 141.9 -0.3 128.9 0.2 13.0 -4.5

学術研究，専門・技術サービス業 16.8 137.4 -0.6 125.4 1.2 12.0 -16.1

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14.1 99.3 1.6 92.1 1.2 7.2 7.4

生活関連サービス業，娯楽業 16.2 122.4 -2.0 115.0 -3.1 7.4 17.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.3 104.4 5.1 97.8 2.1 6.6 83.3

医 療 ， 福 祉 16.3 120.4 2.2 114.8 2.2 5.6 0.0

複 合 サ ー ビ ス 事 業 16.9 138.0 -0.7 128.0 -3.4 10.0 49.3

サービス業（他に分類されないもの） 17.1 132.3 -2.3 122.6 -1.8 9.7 -6.8

調 査 産 業 計 17.1 137.2 -0.3 125.7 0.3 11.5 -6.5

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 17.3 144.3 － 125.4 － 18.9 －

建 設 業 18.3 159.9 -2.6 137.8 -1.9 22.1 -6.8

製 造 業 17.2 145.9 1.1 132.7 0.5 13.2 7.3

電気・ガス・熱供給・水道業 17.0 147.6 -1.9 133.2 -0.5 14.4 -12.7

情 報 通 信 業 17.5 148.0 -1.0 134.0 1.6 14.0 -20.4

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.1 151.7 -6.6 133.7 -6.2 18.0 -9.6

卸 売 業 ， 小 売 業 17.8 139.2 0.7 130.7 1.2 8.5 -4.4

金 融 業 ， 保 険 業 17.3 142.2 -2.1 127.0 -0.5 15.2 -14.1

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 17.2 141.5 1.5 128.6 0.9 12.9 9.3

学術研究，専門・技術サービス業 16.7 138.1 -0.1 124.8 0.8 13.3 -7.6

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 15.2 108.7 3.9 100.9 4.1 7.8 2.7

生活関連サービス業，娯楽業 15.7 120.2 -2.5 110.5 -5.4 9.7 47.0

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.4 106.8 4.8 100.4 2.6 6.4 60.1

医 療 ， 福 祉 17.2 128.5 5.7 121.9 5.9 6.6 3.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 17.5 147.5 9.3 133.7 5.0 13.8 83.9

サービス業（他に分類されないもの） 17.1 132.7 -1.7 122.7 -1.4 10.0 -6.6

５
人
以
上

30
人
以
上

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

規模 産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

所 定 外
労 働

時 間 数



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　１月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 2.2％増加の 7,953千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 6.0％増加、情報通信業 3.1％増加、卸売業，小売
業 1.0％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 1.9ポイント上昇し、26.6％となっ
た。

（図３－１、図３－２、表３）

 (2) 事業所規模30人以上

　１月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 2.6％増加の 5,530千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 7.7％増加、情報通信業 3.1％増加、卸売業，小売
業 1.4％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 1.0ポイント上昇し、20.2％となっ
た。

（表３）

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

29年

１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 30年

１月

調査産業計

製造業

情報通信業

卸売業，小売業

-2

-1

0

1

2

3

29年

１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 30年

１月

パートタイム労働者比率

図３－１ 常用雇用者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－



平成30年１月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同月比

前 年
同月差

前 年
同月差

前 年
同月差

調 査 産 業 計 7,953,012 2.2 1.48 -0.14 1.70 -0.25 26.6 1.9

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,394 － 1.06 － 2.96 － 0.2 －

建 設 業 345,882 0.6 0.41 -0.65 1.24 0.08 4.7 1.1

製 造 業 569,867 6.0 0.86 0.35 1.02 -0.10 9.0 2.3

電気・ガス・熱供給・水道業 29,604 21.0 0.68 0.35 0.35 -0.43 1.9 -4.1

情 報 通 信 業 801,043 3.1 0.85 -0.14 1.18 0.20 4.0 0.7

運 輸 業 ， 郵 便 業 460,720 1.2 1.51 0.88 1.33 0.09 17.3 5.5

卸 売 業 ， 小 売 業 1,658,319 1.0 1.42 0.03 1.60 0.07 29.5 0.1

金 融 業 ， 保 険 業 390,401 0.6 1.77 -0.44 1.34 -0.18 7.1 -1.4

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 209,440 1.8 0.96 -0.17 1.05 -0.75 16.9 0.8

学術研究，専門・技術サービス業 385,051 0.5 1.24 -0.13 1.21 -0.22 8.9 0.4

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 688,596 3.5 2.68 0.02 3.55 -0.69 77.2 -0.1

生活関連サービス業，娯楽業 240,424 2.3 1.73 -0.73 3.31 0.07 50.3 4.7

教 育 ， 学 習 支 援 業 424,492 1.8 0.85 -1.11 0.89 -1.90 39.7 5.1

医 療 ， 福 祉 774,756 1.8 1.88 0.39 2.05 0.24 35.3 1.8

複 合 サ ー ビ ス 事 業 23,623 -38.9 1.71 1.05 2.76 2.25 14.7 -4.1

サービス業（他に分類されないもの） 949,400 3.7 1.98 -1.22 1.87 -1.21 26.7 -1.1

調 査 産 業 計 5,530,119 2.6 1.30 -0.27 1.46 -0.33 20.2 1.0

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,394 － 1.06 － 2.96 － 0.2 －

建 設 業 220,008 0.9 0.37 -0.03 1.46 0.97 3.8 3.2

製 造 業 421,011 7.7 0.98 0.44 1.11 -0.15 7.9 2.5

電気・ガス・熱供給・水道業 29,604 43.5 0.68 0.27 0.35 -0.62 1.9 -2.2

情 報 通 信 業 695,770 3.1 0.76 -0.28 1.14 0.13 3.1 0.2

運 輸 業 ， 郵 便 業 386,291 1.4 1.34 0.83 1.33 0.45 16.2 5.3

卸 売 業 ， 小 売 業 1,026,436 1.4 1.03 -0.28 1.24 -0.11 21.1 -2.7

金 融 業 ， 保 険 業 322,660 0.1 1.72 -0.40 1.16 -0.09 7.3 -1.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 136,436 0.6 1.16 0.13 0.93 -1.00 13.1 -0.4

学術研究，専門・技術サービス業 277,965 0.1 1.24 -0.05 1.09 -0.30 8.7 1.5

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 225,283 7.7 1.96 -0.07 3.11 -0.95 67.6 -3.3

生活関連サービス業，娯楽業 134,110 3.2 1.46 -0.69 2.37 -0.81 52.2 4.8

教 育 ， 学 習 支 援 業 334,697 1.6 0.44 -1.83 0.54 -2.60 34.3 4.2

医 療 ， 福 祉 514,091 1.0 1.86 0.28 2.02 0.13 29.8 -0.2

複 合 サ ー ビ ス 事 業 10,595 -60.0 2.67 1.69 4.43 4.39 4.4 -12.7

サービス業（他に分類されないもの） 793,768 4.1 2.23 -1.37 2.04 -1.15 27.1 -1.9

５
人
以
上

30
人
以
上

表３　常用雇用者数及び労働異動率  

規模 産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率




